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2026年度事業計画 

 

一般社団法人 東京経営者協会 

 

■ 基本方針  

一般社団法人 東京経営者協会は、東京における「頼りにされる経営者団体」として、会

員向けサービスの提供を重点とした運営を図ることとし、2026年度における活動の基本方

針を以下のとおりとします。 

１．経営トップ向け事業の拡充 

２．会員相互の連携強化 

３．実務者向けの情報提供・支援事業の充実 

４．組織強化活動の推進 

５．関係団体等との連携強化 

 

 

■ 重点項目  

１．経営トップ向け事業の拡充 

(1) 役員の参画による事業の活性化 

各種事業に役員が積極的に参画することにより、事業活動のさらなる充実と活性化

に努めます。 

(2) 経営トップ層の交流促進 

  経営トップ層を対象に、著名な有識者や企業経営者による講演を通じて、今後の経

済社会の動向や優れた経営の実践等を学ぶとともに、参加者相互で親交を深める機会

を提供します。 

［ 常任幹事会、東京経協フォーラム、経営トップフォーラム ］ 

(3) 役員間・会員代表者間の懇談及び意見交換の推進 

   役員や会員代表者を対象に、多様な交流や情報交換の場を提供します。 

［ 役員懇談会、新会員代表者との懇談会、女性役員懇談会、次世代経営者懇談会、

スタートアップ推進協議会 ］ 

 (4) 経営者向け講演会・マネジメント講座の開催 

  経営トップ層向けに、マネジメントやコンプライアンス、最新の経済動向・社会情

勢等、企業経営に資する各種講座を開催します。 

   ［ 経営トップ向け講座、経営判断に役立つ日本経済の見通しセミナー ］ 
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２．会員相互の連携強化 

 (1) 支部幹事間の情報交換・交流の促進 

   支部幹事間における課題の共有や情報交換を行うとともに、支部横断型の企画や施

設見学会等を通じて、交流促進や相互研鑽を図ります。 

   ［ 支部幹事会、支部情報交換会、５支部合同幹事情報交換会、施設見学会 ］ 

(2) 委員会活動を通じた相互研鑽機会の提供 

   各種委員会の活動を通じて、企業の取組み事例の共有や有識者による講演等を行い、

実務に即した意見交換・議論の場を提供します。 

［ 人事・雇用管理委員会、賃金問題研究会、労使関係研究会、障害者雇用企業連絡会、 

環境委員会、BC連絡会、メディア懇談会、Human Capital懇談会 ］ 

 (3) 先進事例の共有を通じた会員同士の相互交流 

   他社の先進的な取組み事例の共有や、社外ロールモデルとの交流・情報交換を通じて、

自社の課題解決に向けたヒントや新たな視点を得る機会を提供します。 

   [ 女性活躍推進に関する外部ロールモデルプロジェクト ] 

(4) 会員大学と会員企業の関係強化 

  会員企業の人事担当者と会員大学の就職支援担当者との交流・情報交換の機会を提

供し、円滑な採用・就職活動を支援します。 

［ 産学交流会、企業人による大学への出前講義 ］ 

 

３．実務者向けの情報提供・支援事業の充実 

(1) 人事・労務分野における多様な実務者向けプログラムの提供 

人事・労務の実務に必要な知識の習得とスキルアップに役立つ各種講座のほか、社

内研修に活用できるプログラムを提供します。 

［ 労働法基礎講座、就業規則セミナー、労働時間解説セミナー、社会保険基礎講座、 

ハラスメント防止研修 ］ 

(2) 多様な人材の活躍支援と人事制度の運用・動向に関する研究 

   高年齢者、女性、障害者など多様な人材が活躍できる職場づくりや、人事・賃金・

処遇制度をめぐる動向について研究する機会を提供します。 

［ 各種委員会・懇談会 ］ 

 (3) 実務者同士の相互研鑽機会の提供 

事例研究やグループワークを通じて、実践的な知識と幅広い視野を身に付ける機会

を提供します。 
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［ 人事・労務部門の実務者養成コース ］  

(4) 新たな経営課題への対応 

環境・エネルギー問題や自然災害、リスクマネジメント等に関する情報提供を行い、

企業の対応力強化を支援します。  

［ 環境委員会、BC連絡会 ］ 

(5) 弁護士・社会保険労務士等による個別労務相談の実施 

   経験豊富な弁護士、社会保険労務士等が、会員の具体的な実務課題や質問に対して

個別相談に応じます。 

［ 経営労務相談室での対面相談やリモート相談 ］ 

 

４．組織強化活動の推進 

(1) 創立 80周年記念事業の実施 

   当会のこれまでの歩みを振り返る「東京経営者協会 80年史」を発刊するとともに、

次代を見据えた記念事業を実施します。 

(2) 外部との連携・交流強化及び新規会員の参画促進 

   会員からの紹介や外部会合・交流イベント等への参加を通じて積極的に交流・連携

を図り、当会の認知度向上及び活動への理解促進に努めるとともに、新規会員の参画

を促進します。 

(3) 広報活動の強化によるプレゼンス向上 

   季刊会報誌、メールマガジン、ホームページ等の内容充実と情報発信の強化を図り、

当会のプレゼンス及び認知度の向上に努めます。 

(4) 会員ニーズの把握を通じた事業の活性化 

   ヒアリング等を通じて会員のニーズを的確に把握し、提供するサービスや会合に反

映して事業活動の一層の充実を図ります。 

(5) 新会員管理システムの活用による業務の効率化 

   全面改修の完了した新会員管理システムを効果的に活用し、会員の利便性向上と事

務局業務の効率化を図ります。 

 

５．関係団体等との連携強化 

(1) 経団連との連携 

   地方団体長会、地方団体連絡協議会、地方・業種団体情報連絡会、各委員会・部会

等へ参加し、最新情報の収集に努めます。 

(2) 関東経営者協会への支援及び傘下の経営者協会との連携 
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   関東経営者協会会長会議及び専務理事会議の運営に協力し、経団連の「経営労働政

策特別委員会報告案」に対する関東ブロックの意見の取りまとめ等を行います。 

(3) 東京労働局・東京都との連携 

   会員の要望を取りまとめた「都政への提案」の実現に向けて働きかけを行うととも

に、各種検討会・審議会等への参画を通じて、会員の声が政策や行政運営に反映され

るよう努めます。 

(4) 公職委員等との連携 

   東京都労働委員会使用者委員、東京地方最低賃金審議会使用者代表委員、東京地方

裁判所労働審判員等の任命に協力するとともに、各委員との連携を強化します。 

(5) 連合東京との連携 

   政策・制度課題に関して首脳懇談会を行い、相互理解を深めるとともに、より良い

労使関係の構築に努めます。 

 

以 上 


